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はじめに

わが国の電子自治体や自治体DXの実現構想に対して、その実現がなかなか進まな

い現状を打破すべく、進展を阻害する要因を分析するとともに、マイケル・ハマーが

提唱したPEMM（Process and Enterprise Maturity Model）のように、全国

の基礎自治体の電子自治体実現に向けての成熟度を定量評価できるモデルの構築

を目指し、試案としての電子自治体や自治体DXの実現のための成熟度モデルを作

成した。このモデルをもとに全自治体に対して行ったアンケート調査の結果から、

PEMMに準拠した自治体版組織のケイパビリティの成熟度評価指標の検証を行う。
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講演内容

PEMM（Process and Enterprise Maturity Model）

自治体版PEMMの構築

自治体版PEMMの検証

AI時代に対応したDX実現
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PEMM（Process and Enterprise Maturity Model）

● PEMMは組織とプロセスの成熟度を評価するツールであり、フレームワーク

● 組織の改善ポイントや成熟度を明確にした長期的な成果を上げるための道筋

● 5つのプロセス・イネブラーと、プロセスを社内にしっかり根付かせるための

4つの企業ケイパビリティを柱としている

● PEMMは業界を選ばない
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煮え切らない判断

果てしない会議と
不毛な議論

自己満足

プランニングの混乱

言われのない失望

試行錯誤 プロジェクトの遅れや挫折
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経営陣による改革が対立を誘発するケース

引用：https://motivation-up.com/know/6elephants.html（6人と盲人とゾウ）

自分の専門性に応じて、
技術、人的資源、組織構
造どうなど、各々の事柄
を主張し、対立し、混乱し
ていく

https://motivation-up.com/know/6elephants.html


元々は、サイロ型組織における顧客向けのプロセスの
一貫性や連動性の欠如から生まれている

（M＆Aや合従連衡が激しい時代に）
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2007年、マイケル・ハマー博士のPEMM

2016年、国の行政の業務改革に関する取り組
み方針の改定について

2022年、我が国ではコロナ禍や社会環境の
変化に伴う影響による変革の必要性の高まり
を受け、再びDXという表現で注目を浴びてい
る
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プロセス・イネブラーと企業ケイパビリティに照らしながら、プロセス改革のプランを練り、進捗を見極める



アセスメントシート

プロセスの測定、評価、改善及び再現（QCD＋Profit）について定め、発表。

10
http://www.hammerandco.com/pemm.htm

http://www.hammerandco.com/pemm.htm


11Hammer,M., “The Process Audit,” Harvard Business Review, April 2007, pp.111-123（マイケル・ハマー（有賀裕子訳）、「PEMMでビジ

ネスプロセスを改革する」）、『DIAMOND ハーバードビジネスレビュー』、2007年9月号、pp.28-45、2007
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これら5つのイネブラーは相互依存関係にある

● 優れたプロセスをデザインしても、そのマネジメントが適切ではない・力不足では生かしきれない
● 運用者のスキルが乏しければ、デザインした運用ができない
● プロセスのデザインに不備があれば、適切に評価しても有効利用できない
● 優れたプロセスがなく誰かの超人的な頑張りで短期的に成果を出せても長続きしない
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成熟度に応じて4段階のレベルがある

プロセス運用者を例にすると
● 1　運用者がプロセスの存在に気づいているだけ
● 2　プロセスの中身を自分の立ち位置も含めて説明できる
● 3　担当業務と全社の業績との関係を説明できる
● 4　担当業務と社外に与える影響との関係を説明できる
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どれか1つがダメなら、他の要素も
最も下のレベルにまで引き下げられる



イネブラーとケイパビリティは相互に欠けることなく、機能す
る必要がある。プロセスが機能するために、企業の組織的能
力の保有や支援環境が必要。
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16Hammer,M., “The Process Audit,” Harvard Business Review, April 2007, pp.111-123（マイケル・ハマー（有賀裕子訳）、「PEMMでビジ

ネスプロセスを改革する」）、『DIAMOND ハーバードビジネスレビュー』、2007年9月号、pp.28-45、2007
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デジタルマーケティングキャンペーンの最適化失敗

プロセスの成熟度:

● マーケティング部門は新しいデジタルマーケティング戦略を導入しようとしたが、それに関連するデータ

収集や解析のプロセスが文書化されていなかった（P1のレベル）。

● その結果、キャンペーンのパフォーマンス指標の解析が適切に行われず、最適化の機会を逃失した。

組織の成熟度:

● マーケティング部門は独自の戦略やツールを使用しており、営業部門や製品部門との情報共有が不足し

ていた（E1のレベル）。

● 結果、キャンペーンのメッセージや製品のプロモーションが一貫しておらず、外部の顧客に混乱を招い

た。



カフェテリアでのセルフオーダーシステム導入失敗

背景: カフェテリアは、混雑を緩和し、注文の効率を上げるためにタブレットベースのセルフオーダーシステムを導入すること
を決定した。

プロセスの成熟度:

● P0: カフェテリアの現在の注文プロセスが明確でなく、どのような手順で料理やドリンクが提供されるかが一貫して
いなかった。

● 新しいセルフオーダーシステムは、この不明確なプロセスに基づいて導入され、顧客たちは注文の手順や支払い方法
に混乱した。

組織の成熟度:

● E0: カフェテリアのスタッフは新システムの導入に対する意識が低く、十分なトレーニングや説明が受けられなかっ
た。

● 顧客がシステムの使用方法に関して質問や問題があったとき、スタッフは対応方法を知らなかったり、間違った情報を
提供した。

結果:

● カフェテリアは混雑を緩和するどころか、新システムに関する混乱や誤解が拡大し、顧客の不満が増加した。
● 結局、会社は追加のコストと時間をかけて、システムの再導入やスタッフのトレーニングを行わざるを得なかった。 18



新たな生成AIを業務に活用する
シチュエーションでのPEMM
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ポジティブなケース: 顧客サポートAIの導入
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背景: ある企業が、顧客からの問い合わせ対応を効率化するために生成AIを導入することを決定。

プロセスの成熟度:

● P3: 既存のカスタマーサポートのフローがしっかりと標準化されていて、どのような質問にどのように

対応するかが明確。

● AIはこの標準化されたプロセスに基づいてトレーニングされ、質問の答え方や情報の提供方法が一貫し

ている。

組織の成熟度:

● E3: 企業全体がAI導入の価値を理解し、カスタマーサポートチームがAIとの連携方法を学ぶトレーニン

グを受けている。

● 問題が生じた際やAIが対応できない質問が来た場合のエスカレーションプロセスが確立されている。



ネガティブなケース: HR部門の採用プロセスAIの導入
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背景: ある企業が、採用プロセスを効率化するために生成AIを導入することを決定。

プロセスの成熟度:

● P1: 採用プロセスが不明確で、各HR担当者ごとに面接のフローや評価基準が異なる。
● AIはこの不明確なプロセスに基づいてトレーニングされ、応募者への対応が一貫して

いない。

組織の成熟度:

● E1: HR部門内の一部のメンバーだけがAIの導入を強く推進し、他のメンバーはAIの
機能や活用方法について十分に理解していない。

● AIが適切に評価できない応募者の情報を却下してしまうリスクがあり、企業が良い候
補者を逃してしまう可能性がある。



PEMMそのものは信頼たりうるのか？

Mハマー氏は、大手企業グループと協働し、ビジネスプロセスが長期にわたって優れ

たパフォーマンスを発揮するためには、2つの異なる特性のグループを特定した。

PEMMをうまく活用することで、ミシュラン、テトラパック、シェル、シュナイダーナ

ショナルなど数社が変革に成功した。
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教育機関を例に
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コミュニケーションプロセス:

現状: 教職員間、または教職員と学生間のコミュ

ニケーションは伝統的な電子メールや掲示板を用

いて行われている。

導入後: Google MeetやGoogle Chatを活用

してのリアルタイムなコミュニケーションや、

Gmailの高度な機能を活用した効率的なコミュニ

ケーションの仕組みを導入。
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P (Process Enablers): Google Meetや

Google Chatの利用マニュアルやベストプラク

ティスを文書化し、従業員や学生に配布する。

E (Enterprise Enablers): 教育機関全体で

のコミュニケーション文化の醸成や、効果的なオン

ラインコミュニケーションを奨励する研修会を開

催。



教材配布と提出プロセス:

現状: 紙ベースや独自のシステムを使用した教材

の配布や課題の提出。

導入後: Google Classroomを活用しての教材

の配布、課題のアサインメントと提出、採点・フィー

ドバックの一元化。

P: Google Classroomの活用方法や課題提出

の手順を明確にし、FAQやチュートリアルを作成。

E: 教員全体での教材の標準化や、Google 

Classroomの利用を前提とした教育カリキュラ

ムの再設計。
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遠隔教育とオンラインクラスプロセス:

現状: 別のビデオ通話ツールやeラーニングシステ

ムを使用した遠隔教育。

導入後: Google MeetやGoogle 

Workspace for Educationの機能を組み合

わせたオンラインクラスの実施、アンケートやテス

トの実施方法の標準化。

P: Google MeetやGoogle Workspaceの

適切な利用方法、オンライン授業の実施ガイドライ

ンを作成。

E: 教職員全体でのオンライン教育の方針を策定

し、必要な研修やサポート体制を確立。
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情報共有と文書管理プロセス:

現状: サーバーやファイル共有ツールを使用した

文書の管理。

導入後: Google Driveを中心とした文書の保

存、共有、編集のプロセスの標準化。同時編集の

活用やアクセス権の管理を導入。

P: Google Driveのフォルダ構造や命名規則、

アクセス権の設定方法などを文書化。

E: 教育機関全体での情報管理ポリシーの見直し

や、Google Driveを活用した文書管理の研修を

行う。
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カレンダー管理とスケジュール調整プロセス:

現状: 個別のカレンダーアプリや紙ベースのスケ

ジュール管理。

導入後: Google Calendarを活用したイベント

やミーティングのスケジュール調整、共有カレン

ダーの導入で部署やプロジェクトごとの進捗の可

視化。

P: Google Calendarの共有や通知設定のベス

トプラクティスを明文化。

E: 教職員や学生間でのカレンダー共有を推奨し、

スケジュール管理の重要性を啓発するワーク

ショップや授業を開催。

28



企業の文脈でいえば、PEMMは正しい戦略を
前提として、それを実現するためのツール

基本設計図がない・質が悪い場合、
パフォーマンスは正しく向上しない

29

注意点



自治体版作成に当たって

本研究の発端は自治体の情報化の成熟度モデルを発展させ、小規模自治体の情報化成熟度を緻密に測定でき
る、Small & Medium Local government版モデル（以下、SML版成熟度モデル）を構築する点にある。近
年の流れからすれば、DX（デジタルトランスフォーメーション）の成熟度モデル をベースにするということも考え
られたが、次の3つの理由からPEMMをベースにするに至った。

1.自治体における「変革」のイメージとしても最も多いのは業務フローの見直し（業務改善）であるこ
と。

2.自治体ごとの戦略に該当する部分（政策や総合計画の質）については考慮しない。

3.民間企業と比して、自治体の改善の速度は速いとは言えず、DXの定義にある「データとデジタル
技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するととも
に、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立する」とは若
干相容れないこと。

30
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自治体版PEMM*
の作成

PEMMをベースと
した自治体に対す
るアンケート調査

「地方行政サービ
ス改革の取組状
況等に関する調
査」を成果とする
PEMMの検証

PEMMに準拠した
自治体版組織の
ケイパビリティの
成熟度評価

*ビジネスプロセスの成熟度を測定するプロセスイネブラーについては、自治体の情報主管部署からだけ
のアンケートの回答では判断できないこと、そして、行政組織という特性上、自治体版PEMMとして作成
せず、組織ケイパビリティのみを作成した。
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住民や地域内企業のプロセスに適合するよ
う、設計（デザイン）されており、それは自治
体と住民・事業者間で合意がなされ、その設
計書（ドキュメント）はデジタル化されてい
る。
→前半部は選挙によってある程度担保され、
現在ではどの自治体においても情報公開が
Webでされている。

行政の動向に精通しており、自らの仕事が自
治体業務の中でどのような意味を持ってい
るか、そして、そのために必要なスキルを備
え、行動を移すことができる。
→知識やスキルについては、自治体外部の
交流の程度において異なると考えられるた
め、この点は考慮する。
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強いピラミッド組織であり、プロセスオーナー
である各部課の長は首長と密接にコミュニ
ケーションをとっており、各部課に影響力を
行使できる。
→どの自治体においても、決められたことは
実施できる体制は整っていると考えられる

→基幹システムや人事制度に、自治体間でそ
れほど大きな差異はないと考える。

→各自治体は総合計画策定において、定量
的にKGIやKPIを定める努力などをしてい
るが、定量指標を用いているかについては
考慮する。



34

首長及び部課長がプロセスを重視する姿勢
をポーズではなく本当に支持している

職員たちが、住民、庁内のチームワーク、各自
の責任を重んじている
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プロセスの再構築に精通した人材がいる

手強いプロジェクトでも挑戦できる組織に
なっている



PEMM準拠　自治体版（企業ケイパビリティ）組織のケイパビ
リティの成熟度評価のための設問

36

　　E1 E2 E3 E4 



PEMM準拠　自治体版（企業ケイパビリティ）組織のケイパビ
リティの成熟度評価のための設問
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　　E1 E2 E3 E4 



PEMM準拠　自治体版（企業ケイパビリティ）組織のケイパビ
リティの成熟度評価のための設問
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　　E1 E2 E3 E4 



自治体規模別の調査結果

　アンケート期間は2020年2月25日～5月16日として、すべての基礎自治体に対

して郵送にて依頼を行い、Webにて回答をしてもらった。ちょうど、コロナ禍による

自粛期間と重なってしまい、各自治体のおいてはその対応に追われることとなって

いたことから、有効回答数は290件であった。

　なお、人口区分については5千未満（49）、5千から1万未満（47）、1万から2万未

満（36）、2万から3万未満（21）、3万から5万未満（37）、5万から7万未満（25）、7

万から10万未満（22）、10万から20万未満（22）、20万以上（31）とした（カッコ内

の数値は度数）。
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表1　PEMM準拠　自治体版組織のケイパビリティの回答分布 40



E1に当てはまらない→1

E1に当てはまる→2

E1とE2に間くらいに当てはまる→3

E2に当てはまる→4

E2とE3の間くらいに当てはまる→5

E3に当てはまる→6

E3とE4の間くらいに当てはまる→7

E4に当てはまる→8
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自治体版組織ケイパビリティの数値化と規模分類

表１の設問に対して、８択で回答してもらっており、右
に示す通り、それぞれの回答選択肢に1（E1にも当て
はまらない）から8（E4に当てはまる）までの疑似間隔尺
度のスコアを与えて、今後の分析を行っていく。  
 
また、自治体を規模別に分類し、ケイパビリティの値を
みていくにあたって、人口区分については  
5千未満（49）、5千から1万未満（47）、  
1万から2万未満（36）、2万から3万未満（21）、3万から5
万未満（37）、5万から7万未満（25）、7万から10万未満
（22）、10万から20万未満（22）、20万以上（31）とした
（カッコ内の数値は度数）。  



人口規模が大きくなるにつれて高くなる。特に、認識とマネジメントスタイルで顕著。
42



人口規模が大きくなるにつれて高くなる。5千未満の自治体で特に低くなっている。
43



人口規模が大きくなるにつれて高くなる。20万以上の自治体で方法
論の数値が高い一方で、IT人材については規模による差が小さい。

44



20万以上の自治体においてかなり高い一方で、プロセス・モデ
ルは規模によって高低にばらつきがある。

45
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本研究では小規模自治体の状況を正しく把握
するモデルの構築を目指していることから、
5000人～10000人単位で区切った場合に
おいても一定の差異が見受けられたことは好
ましい



成熟度モデルの検証

組織ケイパビリティに該当する４分野（リーダーシップ、組織文化、専門性、プロセスガ

バナンス）について、それぞれの分野の２～４の質問項目に対する回答選択肢に与え

た疑似間隔尺度のスコアに主成分分析を適用し、それぞれの分野の第１主成分が当

該分野を要約する指標となると見なして、これらの４分野の第１主成分を説明変数と

して使用し、地方行政サービス改革の取組状況等に関する調査等の調査項目の回答

において取り組んでいるかどうかや実施しているかどうかを被説明変数とする回帰

分析を適用する。具体的には、地方行政サービス改革の取組状況等に関する調査等

(令和3年3月31日公表）における行政改革の実施状況調査である13の取り組み状

況（都道府県は14） を用いて、全体のうちどの程度の割合で実施しているかを数値

化したものを行政改革実施率として用いる。
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リーダーシップ

一貫性

認識

行動

マネジメントスタイル

住民志向

チームワーク

アカウンタビリティ

変革への姿勢

統合

プロセスモデル

人材

方法論

組織文化

プロセスガバナンス

専門性

行政改革実施率
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行政改革実施率に対する組織ケイパビリティの効果

51

標準化係数 t 値 有意確率

(定数) 41.686 0

リーダーシップ -0.114 -1.461 0.145

組織文化 0.119 1.605 0.11

専門性 0.078 0.985 0.326

プロセスガバナンス 0.114 1.449 0.148

R 0.199

R2 乗 0.04

F値 2.935

有意確率 0.021

いずれの変数も5%水準で有意にはならなかったが、影
響度の大きさでいえば、組織文化とプロセスガバナンス
のスコアが比較的重要度の高い変数 と位置付けられ
る。一方で、リーダーシップの係数が負となっており、
リーダーシップのあり方に何らかの課題がある可能性
が示唆できる。 



1. 被説明変数とした行政改革実施率を単純な実施割合とせず、定量管理までを行っている
かの割合とする。その際、有効性の観点から、①の定数管理と②の給与制度の見直し、⑪
資産・債務改革、⑬の市町村への権限移譲、⑭その他は除外したものも行う。
「①定数管理、②給与制度の見直し、③機関の協同設置等の他自治体との連携による事務の効率化、④地域におけ

る協働の推進、⑤業務改善の取組、⑥民間委託の推進、⑦組織マネージメントの見直し、⑧人材育成の推進、⑨ICT
の活用、⑩業務の標準化、⑪資産・債務改革、⑫情報公開・透明性、⑬市町村への権限移譲（都道府県のみ選択可）、

⑭その他」

2. 調査票①にある「総合窓口の設置状況（設置済み・設置予定を1）」と「庶務業務の集約化
状況」「実施済-自治体クラウド又は単独クラウド実施済み」についてロジスティック回帰分
析を適用する。

3. 行政改革の13の取組みのうち、「③機関の協同設置等、他自治体との連携による事務の
効率化」「④地域における協働の推進」「⑤業務改善の取組」「⑥民間委託の推進（指定管
理者制度含む）」「⑦組織、マネジメントの見直し」「⑧人材育成の推進」「⑨ICTの活用」「⑩
業務の標準化」の定量管理の有無、それぞれについてロジスティック回帰分析を適用す
る。
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行政改革に対する組織ケイパビリティの影響

53

自治体の首長が選挙によって決まり、
その時々の首長が掲げた政策によって
経営資源の分配の仕方が異なってくる
ことから、首長のリーダーシップが行政
改革やICTの利活用の分野にあまり効
いていない可能性も仮説の1つとして考
えられる。 
組織文化がさほどIT化や電子自治体
実現とは関係しない組織改革に関わる
項目を質問して回答しやすいのに対し
て、リーダーシップは首長の電子自治
体実現に向けての関与の度合いにつ
いて設問していて回答が難しい設問と
なっており、この電子自治体実現に向
けてのリーダーシップの捉え方の妥当
性に関する問題が影響しているように
思われる。 



行政サービス改革への取組みに対する組織ケイパビリティの
影響

54

5.7％水準で有意と判断できるのが、 庶務業務の集約化に対する専門性の組織ケイパビリティ のみであった。総合
窓口の設置状況について、人口規模が5000人未満の小規模自治体の役場は組織というよりも「グループ・コミュニ
ティ」という側面の方が強く、BPRやシステム化を進めなくても業務フローが最適化されている背景による可能性が
高い。また、自治体クラウド又は単独クラウド実施済みについては、有意ではないにせよ組織文化以外の組織ケイ
パビリティの符号はマイナスである。自治体クラウドの背景には単独ではなく共同でコスト削減を図るという目的もあ
ることから、組織ケイパビリティの低い自治体ほど取組みが進展している ことが考えられる。  



● 人口規模が5000人未満の小規模自治体の役場は組織というよりも「グループ

・コミュニティ」という側面の方が強く、BPRやシステム化を進めなくても業務フ

ローが最適化されている可能性もある

● 電子自治体推進のための専門性やプロセスガバナンスやリーダーシップの説明

力が低かったり符号条件が満たされず、行政改革への姿勢や住民志向などの観

点から回答されている組織文化の説明力が高くなっている

● 専門性とプロセスガバナンスの係数がマイナスであり、専門性が高く、プロセス

ガバナンスが効いていれば、自主の独自システムを採用できる
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● 民間企業の情報システムは「強者を作るためのシステム」であるのに
対して、自治体の情報システムは「弱者を作らないためのシステム」
（島田・福井、1998）とすれば、デジタル庁が旗を振る自治体17業務
の標準システム化、自治体によるガバメント・クラウドの活用、統一シ
ステムへの移行の是非、自治体のデジタルトランスフォーメーション推
進等との関連において、組織ケイパビリティの高低が前述の国の施策
に及ぼす影響がある
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生成AIをプロセスに導入する
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● 市民からの問い合わせ対応:

○ 現状: 電話や窓口での直接の問い合わせ対

応。

○ 見直し: 自動問い合わせ対応の導入。最もよ

くある質問や手続き方法などをChatGPT

で処理し、特定の難問のみ人間が介入。

● 文書作成やフォーマットの指導:

○ 現状: 手作業での文書作成やフォーマットの

チェック。

○ 見直し: ChatGPTを活用して、標準的な文

書のテンプレートやフォーマットのガイドライ

ンを提供。

● 市民サービスの自動化:

○ 現状: 手続きの予約や資料請求など、市民

が求めるサービスを手動で提供。

○ 見直し: チャットボットを介しての自動的な

サービス提供。例えば、予約手続きや情報提

供など。

● 職員のトレーニングと研修:

○ 現状: 定期的な研修や新人教育を人手で行

う。

○ 見直し: ChatGPTを活用して、基本的な

Q&Aや模擬トレーニングを行い、職員の学

習をサポート。

● イベントや活動の告知:

○ 現状: 公式サイトやチラシ、新聞などでの告

知。

○ 見直し: ChatGPTを活用して、市民からの

具体的な質問に対し、イベントの詳細や日

時、場所などをリアルタイムで提供。

● 災害時の情報提供:

○ 現状: 人手を介しての情報提供や注意喚起。

○ 見直し: 災害時の頻繁に求められる情報を

チャットボットを通じて提供。避難所の場所

や状況、被害の概要などをリアルタイムで更

新。



市民からの問い合わせ対応

P (Process Enablers):

● Design: チャットボットのフローと質問への回答を

整理し、市民が最も頻繁に問い合わせる内容を

中心にデザインします。

● Performers: チャットボットの導入と並行して、ス

タッフのトレーニングを行い、難問への対応能力を

向上させます。

● Owner: 各部署ごとにチャットボットの責任者を設

け、その最適化や改善を担当させます。

● Infrastructure: 適切なサーバーやネットワークを

整備し、24/7での安定したチャットボットの稼働を

保証します。

E (Enterprise Enablers):

● Leadership: リーダーシップ層がこの変革の必要

性を理解し、全体の推進力を持つ。

● Culture: スタッフ全体がAIや自動化の効果を理

解し、新しいシステムへの適応を前向きに捉える

文化を醸成する。
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文書作成やフォーマットの指導

P (Process Enablers):

● Design: 複数のテンプレートやフォーマットのガイ

ドラインをChatGPTに組み込む。

● Performers: 職員がChatGPTを活用するトレー

ニングを行い、文書作成の際のサポートツールと

しての活用を促進する。

● Owner: 文書管理の担当者が定期的にテンプ

レートやガイドラインを更新し、ChatGPTに最新

の情報を提供する。

E (Enterprise Enablers):

● Leadership: リーダーシップ層が文書の統一性の

重要性を理解し、推進力を持つ。

● Culture: スタッフが新しいツールや方法に適応し

やすい文化を醸成する。
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市民サービスの自動化

P (Process Enablers):

● Design: 市民が頻繁に求めるサービスや情報を

リストアップし、ChatGPTを活用した自動応答の

デザインを行う。

● Performers: スタッフはチャットボットの活用方法

を学び、自動応答が難しい問い合わせに対しては

人手での対応を行う。

● Owner: IT部門や市民サービス部門がチャット

ボットの管理と最適化を担当する。

● Infrastructure: 市民のデータ保護やプライバシー

を考慮したセキュアなインフラを整備する。

E (Enterprise Enablers):

● Leadership: 上層部は自動化の必要性を理解

し、この取り組みを支持・推進する。

● Culture: 職員は新たなテクノロジーを受け入れ、

市民サービスの向上を目指す文化を共有する。
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職員のトレーニングと研修

P (Process Enablers):

● Design: 基本的なQ&Aセッションや模擬トレーニ

ングの内容をChatGPTに組み込む。

● Performers: 職員がChatGPTを活用したトレーニ

ングを受けることで、研修の質を向上させる。

● Owner: 人事部門や研修担当部門がChatGPTの
内容更新やトレーニングの進行を担当する。

● Infrastructure: 定期的なアップデートや研修内容

の変更を容易に行えるシステムを導入する。

E (Enterprise Enablers):

● Leadership: 研修の効果的な進行を理解し、新し

い方法の導入を支持する。

● Culture: 職員全体が新しい研修方法に対して開

かれた姿勢を持つ。
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イベントや活動の告知

P (Process Enablers):

● Design: イベントや活動の詳細情報をChatGPT
に組み込む。

● Performers: PR部門やイベント管理部門が

ChatGPTを活用して情報の提供を行う。

● Owner: PR部門が情報の更新や確認を担当す

る。

● Infrastructure: 大量のアクセスに耐える堅牢な

サーバーを整備する。

E (Enterprise Enablers):

● Leadership: オンラインでの情報提供の重要性を

認識し、推進する。

● Culture: 職員が新しい情報提供方法に適応し、

積極的に情報を更新する文化を醸成する。
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災害時の情報提供

P (Process Enablers):

● Design: チャットボットを活用した情報提供の流れ

を設計。どのような情報が提供されるべきか、ど

のような頻度で情報が更新されるべきかなどの詳

細を決定。

● Performers: 職員はリアルタイムでの情報更新や

確認の方法を学び、必要に応じてチャットボットへ

の情報入力を行う。

● Owner: 危機管理部門や情報提供部門がチャット

ボットの情報の正確性や更新頻度を担当。

● Infrastructure: リアルタイムでの大量のアクセス

に耐えるインフラを確保。また、情報が間違いな

く、迅速に更新されるシステムを整備。

E (Enterprise Enablers):

● Leadership: 災害時の情報提供の重要性を理解

し、チャットボットを通じた情報提供の取り組みを

全力で支持・推進。

● Culture: 職員は迅速かつ正確な情報提供の重要

性を共有し、新しいシステムの導入を積極的に受

け入れる。
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生成AI活用人材をどう増やすのか？

現在、庁内で利用できるようになっているか
利用できる人は何人いるか

1年後、2年後、何人が利用できるようになって欲しいか
目標値に対する育成プランはあるか
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現在の業務に活用するところからスタート

業務別の使用シーンにおけるプロンプトの共有
学び方の提示
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1. プロセス (Process):
プロセスの適切性: 生成AIの導入によって、既存のプロセスが過度に複雑になる可能性がある。
適切なインテグレーション: 既存のシステムやツールとの統合がスムーズに進まない可能性がある。
データの流れの調整: AIに供給するデータの取得、整理、更新のプロセスを再定義する必要がある。

2. 企業 (Enterprise):
戦略的な整合性: AIの導入が自治体の全体的なビジョンや戦略と整合しているかを確認する必要がある。
リソースの確保: 生成AIの導入と運用に必要な資金、人材、時間などのリソースを十分に確保する必要がある。

3. メソドロジー (Methodology):
トレーニング: 職員が生成AIの使用方法や最適な運用方法を理解しているかを確認する必要がある。
評価と改善: 生成AIの導入後の効果を定期的に評価し、必要に応じて調整や改善を行う体制の構築が必要。

4. 人的資源 (Human):
受容性: 職員や市民からの抵抗や不信感を乗り越える必要がある。
スキルセット: 職員の中には、新しい技術を受け入れるのが難しい人もいるため、研修や教育が必要。
役割の変化: AIの導入によって、一部の職員の役割が変わる可能性がある。

5. 管理 (Management):
プロジェクトの管理: AI導入のプロジェクト進捗、コスト、期間などを適切に管理する体制の構築が必要。
リスク管理: データのプライバシー問題や、誤った情報の生成リスクなど、新しいリスクへの対応策を検討する必要
がある。
継続的なモニタリング: 生成AIの性能や効果を定期的にモニタリングし、必要に応じて更新や調整を行う体制の構
築が求められる。
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と支援モデルの構築、課題番号：17K03891）の助成を得て実施したものである。
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